
政府備蓄米の無償交付（子ども食堂等、子ども宅食への支援）【令和３年度】

〇 新型コロナウイルスの感染拡大を背景に、学校給食の補完機能を果たす「子ども食堂等」に加え、
子ども食堂に集まりにくい中で、子育て家庭に食材を届ける「子ども宅食」の取組が拡大しています。

〇 従前より政府備蓄米を活用して
学校給食におけるごはん食の拡大を支援してきた無償交付制度の枠組みの下、

子ども食堂等や子ども宅食においても食育の一環としてごはん食の推進を支援します。

本事業の内容については、以下の担当まで
直接お問い合わせください。

［お問い合わせ先］農産局穀物課消費流通第1班
（ダイヤルイン：03－3502－7950）

背景・目的

〔子ども食堂等〕
〇 ごはん食を提供する子ども食堂等（食事提供団体）の取組に交付。
〇 食事提供を行う場所で、子どもにごはん食の魅力などを伝える食育の取組
を行うことが条件 ｡(食事提供団体ごとに、一申請当たり90Kgを上限に交付）

〔子ども宅食〕
〇 食材提供を希望する子育て家庭に、政府備蓄米と他の食材を併せて、
直接配付を行う団体（食材提供団体）に交付。

〇 ごはん食の魅力が伝わるチラシやレシピなど活用し、子育て家庭に対し
て、ごはん食の魅力を伝えるなどの食育の取組を行うことが条件。
（食材提供団体ごとに、一申請当たり300Kgを上限に交付）

〇 交付対象者 ※以下の要件を満たした団体

事業内容

〇 農林水産省に直接申請。

※ 依頼を受けた団体が交付申請書を取りまとめて提出することも可能。
（交付申請者は、食事提供団体、食材提供団体です。）

※ 交付された政府備蓄米について、交付した数量を適切に使用した場合、必要に
応じて年度内の追加申請が可能。

※ 同じ提供団体であっても活動実態が異なる場合、それぞれの支部単位での申請
が可能。

申請方法

【交付申請者】

申 請

交付決定

交付決定者の意向により、
① 倉庫から交付決定者へ運送
することも可（国が費用を負担）

② 玄米のほか、精米での提供も可

【政府備蓄米
の保管倉庫】

交付（保管倉庫で引渡し）

子ども食堂等
（食事提供団体）

子ども宅食
（食材提供団体）

・「都道府県や市区町村等と連携し、子育て家庭の情報を基に活動をしてい
る団体」又は「公的支援を受けている団体」

・「子育て家庭に直接、食事又は食材の提供を行っている団体」
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つながりの場づくり緊急支援事業の活用事例 

令和３年６月３０日現在 

 

１ 子供の居場所づくり・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８３件 

  「子ども食堂」、「遊びの場」等の子供に居場所を提供する事業（高松市など） 

【イメージ図及びイメージ写真】 

  
 

 

２ フードパントリー・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６件 

  食品を購入や寄贈で集め、子供やその親等に提供する事業（浜松市など） 

【イメージ図及びイメージ写真】 

   

 

 

３ 学習支援・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２件 

  「学習支援教室」等の子供に学習機会を提供する事業（釜石市など） 

【イメージ図及びイメージ写真】 

  

 

 

４ その他 

「相談窓口の設置」、アウトリーチ支援のための「コーディネーター配置」など、

子供等を行政等の必要な支援につなげる事業 

NMPTS
テキスト ボックス
別添２


NMPTS
ノート
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こども食堂向け
新型コロナウイルス

感染症対策
安全・安心自己点検シート

2021年5月版

制 作・ 発 行 ： NPO 法人全国こども食堂支援センター・むすびえ（理事長・湯浅誠）

制 作 協 力 ： 藤岡雅司 
（小児科医・ふじおか小児科院長・富田林医師会理事・日本外来小児科学会副会長・
日本小児科医会理事など）

： 森内浩幸 
（長崎大学大学院医歯薬学総合研究科小児科学教授・日本小児科学会理事・日本小
児保健協会理事・日本小児感染症学会理事・日本ウイルス学会理事・日本臨床ウイ
ルス学会幹事など）

後　援

日本小児科学会、日本小児科医会
日本外来小児科学会
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・感染者が報告された保育施設10か所における施設内感染事例は極めて少なかった。PCR
検査をした濃厚接触者64人（職員18人、園児46人）中、陽性結果は職員1人。保護者から
感染した園児が発端者の2施設で、職員や園児への感染は起こらなかった。
・職員が十分な感染予防対策をおこなえば、施設内感染のリスクは極めて低い。園児がマス
クを装着しなくても、感染リスクが高まることはなかった。無症状、発症前の小児の出す
ウイルス量は感染させるほど多くない可能性が示唆されている。

□上記報道発表において、特に以下の点を理解した

みなと保健所からのお知らせ（11月11日）「区内の保育園における新型コロナの事例報告」
調査の結果、園内での感染リスクは極めて低いと判断
https://www.city.minato.tokyo.jp/houdou/kuse/koho/press/202011/20201111_press.html

参考：「東京都港区内の保育施設で COVID-19 の濃厚接触者と特定された職員および 園児
に対する疫学的調査について」
https://www.city.minato.tokyo.jp/houdou/kuse/koho/press/202011/documents/201111-beshi.pdf

□以下の報道発表を閲覧した

こども食堂向け 新型コロナウィルス感染症対策 安全・安心自己点検シート

子どもの新型コロナウイルス感染症についての
正しい知識を持ち、必要に応じて説明できる

参考資料

1

・小児の感染者の多くは成人（家族、教師等）からの感染である。
・小児は感染しても軽症であるか、発症しにくい。国内での死亡例は報告されていない。
ただし基礎疾患のある小児では注意が必要である。
・学校や保育所等における集団発生（クラスター）報告はあるが多くはない。
小児が発端者となっている事例はさらに少ない。
・長期間の一斉休校・休園、受診抑制、成人のストレスは小児の心身に悪影響を及ぼす。
生活環境の変化に伴う不定愁訴の増加や受診抑制に伴う健康被害が報告されている

□小児の新型コロナウイルス感染症に関する以下の点について理解した。

公益財団法人日本小児科学会予防接種・感染症対策委員会
・一般向け（必須）：
「新型コロナウイルス感染症に関するQ&Aについて」（更新：2020年8月 27日）
http://www.jpeds.or.jp/modules/activity/index.php?content_id=326

・医療関係者向け：
「小児のコロナウイルス感染症2019（COVID-19）に関する医学的知見の現状（第2報）」
http://www.jpeds.or.jp/modules/activity/index.php?content_id=342

□以下の文書を読んだ。（P.7参照）

❷ へ続く

本シートの使い方

すべてのチェックがついたら、末尾の「感染症対策宣言マーク」をチラシ等でお使いいただけます。

 
本シートの目的は、こども食堂の運営を「縛る」ことではありません。こども食堂は、それぞれの運
営者の判断で開催・休止されるべきもので、誰かに運営方法を指図されるべきものではありません。

同時に、新型コロナウイルス感染への懸念も強く、「ボランティアの運営団体・個人がリスクを背負
い切るのは難しい」「周囲の理解が得られない」との声も多く聞かれます。そのため「お役に立ちそ
うならどうぞご活用ください」というスタンスで作成されたのが、本シートです。

個々のこども食堂の自由で主体的なご判断に基づいて、ご活用いただければ幸いです。

●

 
● 

● 
 

●

❶ の続き

https://musubie.org/wp/wp-content/uploads/2021/02/kansensyo_mark_fix210224.pdf
ダウンロード先
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□全員に対して擦込式アルコール消毒液による手指消毒を行なっている。乳幼児
の場合は付添いの成人が擦込むようにしている。

□共用タオル等を使用しないなど、衛生管理を徹底している。

□不特定多数の参加がある場合は、参加者名簿を作成している。

□新型コロナウイルス接触確認アプリ（COCOA)のダウンロードを推奨している。

□人数制限や時間制限などを行い、三密を回避している。

□使用済みマスク、ごみ等は、ビニール袋等に密閉して捨てるよう徹底している。

□清掃・消毒・ごみ回収は手袋・マスクを着用し、手洗い・手指消毒を徹底している

□高校生以上の参加者については、座る場所を指定するなどして対人間隔を確保
している。

□小学生以上の参加者については、食事のとき以外はマスク着用の徹底を周知し
ている。

□屋内開催の場合は、窓や扉の開放（常時または頻回）、空気循環器や扇風機の使
用等の方法で可能な限りの換気を行なっている。

□開催当日の運営（会場設営、案内、調理、配膳等）に関わるスタッフの名簿を作
成しておく。

□運営スタッフは、集合時に体温測定（可能な限り非接触体温計を用いる）と健康
確認を行っている。体温が37.0℃以上の人は速やかに帰宅させている。

□当日の運営スタッフは準備段階からマスクを着用すると共に、必要に応じて、
石鹸による入念な手洗いや擦込式アルコール消毒液による手指の清潔に努めて
いる。

□むすびえ制作・小児科医監修の「こども食堂・フードパントリー開設簡易ハンド
ブック」（改訂版）を読んで、内容をよく理解した。（P.27参照）

❶ 感冒症状等で体調がすぐれない人
❷ 熱のある人（小児：37.5℃以上、成人：37.0℃以上）
❸ 同居家族や職場などに「濃厚接触者」や「健康観察対象者」がいる人
❹ 2週間以内に海外から帰国した人及びその同居家族
❺ 基礎疾患（心臓病、糖尿病、呼吸器疾患など）のある成人
❻ 60歳以上の人

□開催告知に際し、以下に該当する人は参加を控えていただくよう事前に十分に
知らせている。

□小学生以上の参加者、スタッフにマスク着用の徹底を周知し、着用していない
場合は配布等に努めている。

□スタッフの場合でも、60歳以上の人は、参加者との直接の接触をできるだけ
避けるよう留意する。

□全員に対して体温測定（可能な限り非接触体温計を用いる）と健康確認を行って
いる。発熱（小児：37.5℃以上、成人：37.0℃以上）、感冒症状等で体調がすぐ
れない場合は参加させないことを周知・徹底している。

参加者の安全はもちろん、
周囲の安心にも配慮した運営を行っている

2 ❷ の続き

❸ へ続く

こども食堂向け 新型コロナウィルス感染症対策 安全・安心自己点検シート
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感染症対策宣言マーク

□所轄の保健所と連絡をする担当者を決めておく。

□感染者が発生した場合には速やかに保健所に連絡する。

□保健所の実施する積極的疫学調査に可能な限り協力する。

万が一感染者が発生した場合の
対処法を決めている

3

❶〜❸のすべてにチェックできたら下記のマークをご利用ください！

こども食堂向け 新型コロナウィルス感染症対策 安全・安心自己点検シート

こども食堂向け

新型コロナウイルス感染症対策

安全・安心自己点検シート

参考文書

公益財団法人日本小児科学会予防接種・感染症対策委員会

一般向け（必須）

「新型コロナウイルス感染症に関するQ&Aについて」
（更新：2020年8月27日）

1

医療関係者向け

「小児のコロナウイルス感染症2019（COVID-19）に関する
医学的知見の現状（第2報）」

2

「こども食堂・フードパントリー開設簡易ハンドブック」
（2020年12月改訂版）3

ダウンロード先
https://musubie.org/wp/wp-content/uploads/2021/02/kansensyo_mark_fix210224.pdf
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（更新：2020年8月27日）

新型コロナウイルス感染症

に関するQ&Aについて

A. 現時点（2020年8月1日）で、子どもの感染者数は成人と比べると少ないですが、感染しやすさは成人

と変わらないこともわかってきました。家庭内で感染している例が多く、発熱、乾いた咳を認める一方で、

鼻汁や鼻閉などの上気道症状は比較的少ないとされています。成人と同じように、発熱が続き肺炎になる

例も報告されています。一部の患者では嘔吐、腹痛や下痢などの消化器症状も認めるようです。

成人で報告されている嗅覚や味覚の異常は子どもでは少ないようですが、症状を訴える事ができる10代

の患者さんの報告はあり注意は必要です。また、しもやけのような症状や、発熱が続き、腹痛・下痢、発

疹を認め具合の悪くなる子どもが欧米諸国から報告されています。

感染していても無症状である可能性も指摘されていますが、子どもは正確に症状を訴えられないことに注

意しなければなりません。

A. 子どもの患者が重症化する割合は成人と比べると少ないようです。しかし、成人同様に呼吸状態が悪

くなることもあります。２歳未満の子どもは比較的重くなる傾向があり注意が必要です。

欧米からは、発熱が続き、腹痛・下痢、発疹を認める患者さんの中に、心臓の動きが悪くなるような子ど

もが10歳前後を中心に報告されていますが、国内ではまだ少ないようです。

A. 一般的に基礎疾患を持っている子どもの呼吸器感染症は重症化する可能性があります。その一方で、

新型コロナウイルス感染症者におけるぜんそく患者の割合が少ないこともわかっています。このように基

礎疾患ごとにリスクや対応は異なりますので、かかりつけの医師にご相談ください。また、家族など、周

囲の人が感染しないように気を付けることが重要です。

新型コロナウイルス感染症（COVID-19）は 2020 年 8 月 1 日現在、全国的に急速な患者の増加が確認されています。
子どもの感染者数は成人に比較すると少ないですが、家庭内や集団生活の場における伝播により感染者は増えている
ことを想定した診療や感染対策が必要になっています。その一方で、可能な範囲で通常の日常生活を続けることも子
どもの成長や発達には不可欠なことです。
当委員会では、現時点で想定される子どもの患者に関する疑問について Q&A を作成いたしました。状況に応じて内
容は、随時更新される可能性があります。

Q1．子どもが新型コロナウイルスに感染するとどのような症状がでますか？

Q2．子どもの新型コロナウイルス感染症は重症化しますか？

Q3．小児ぜんそくなどの合併症を持っている子どもに関して特に注意すべきことはありま
すか？

一般向け（必須）

1
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A. 母親が感染している場合は、接触や咳を介して子どもに感染させるリスクがあります。母乳中からウ

イルス遺伝子が検出されたという報告はありますが、感染性のあるウイルスが母乳に分泌されるかどうか

も不明であり、母乳の利点を考えれば母乳をやめておいた方がよいということはありません。母親の病状

や希望により以下の3つの方法が考えられます。①授乳前の確実な手洗いと消毒、マスクを着用して直接

授乳、②確実な手洗い、消毒後に搾乳をし、感染していない介護者による授乳、③（母乳の利点を説明し

た上で）人工栄養を選択する場合は人工乳を授乳。

A. 乳幼児健診の目的は、年齢ごとに起こりやすい病気や問題を早めに見つけて治療などに結び付けるこ

とです。予防接種についても、感染症にかかる前に接種することが極めて重要です。

新型コロナウイルス感染症を予防するための対策も重要ですが、極端な制限によって予防できる他の重要

な病気の危険性にさらされることを避ける必要があります。今後も数か月単位での流行が想定され、その

間に乳幼児健診や予防接種を回避するデメリットは大きいと考えられます。

乳幼児健診やBCGなどの予防接種を集団で実施している市町村でも、地域の流行状況により柔軟に対応

しているところもあります。保健所や保健センターに確認してください。

集団・個別に関係なく、一般的な感染症対策として、子どもや付き添いの保護者の方については、発熱や

咳などの症状がないことを確認して受診ください。付き添いの方については手洗いを行ってマスクを着用

してください。

また、可能な限り、きょうだいや祖父母などの同伴を避けること、健診や予防接種の会場や医療機関でオ

ムツを替えないこと（新型コロナウイルスは糞便中に排泄される可能性が指摘されているため）も心がけて

ください。

A. 感染している人のくしゃみや咳に含まれる飛まつを直接浴びないという観点からは、マスクをすること

の利点はあるかと思いますが、2歳以下の小さな子どもでは現実的ではないと思われます。4－5歳にな

るとマスクの着用は可能ですが、個人差があるので、正しいつけ外し方は保護者の指導が必要です。

また、子どもの患者の多くは、家庭内において保護者から感染していますので保護者の方が感染しないこ

と、感染した方から2メートル以上の距離を保つことが子どもの感染予防につながります。

また、ウイルスに汚染されたおもちゃや本などに触れた手で、口や鼻、目を触ることでも感染しますので、

手洗いや消毒も大事です。
A. 病院では感染症の患者さんと、他の病気の患者さんを分けて対応しています。入院を予定している病

院に確認する必要はありますが、基本的に安心して入院いただくことが出来ます。新型コロナウイルス感

染症の流行は今後も続くと考えられますので、お子さんの病気の検査や治療を優先すべきです。もし、入

院予定日が決まっている場合は、入院前2週間は特に体調管理に留意し、感染のリスクが増すような行動

は避けるようにしてください。

逆に、お子さんの体調が優れない場合や、風邪の症状のある人と接触した場合は入院に制限がかかる可能

性がありますのでご注意ください。

A. 病院によって面会基準は異なりますので、病院にご確認ください。面会が可能な場合は、面会者の方は、

自宅で体温を測り、咳、鼻汁、下痢、嘔吐などの症状がないことを確認した後、子どもの面会前には、手

洗いとマスク着用などの感染対策を守ることなどの協力が必要です。新型コロナウイルス感染症に感染し

た子どもへの面会については次のQ ＆ Aをご参照ください。

A. 現時点（2020年8月1日）において、国内で新型コロナウイルスに感染している子どもは増えつつあり、

多くは家庭内で保護者からうつったものか、集団の中で感染したものです。子どもであっても濃厚接触者

や健康観察対象者となった場合、何らかの症状を認めた場合は、まず地域の帰国者・接触者相談センター

にご相談ください。新型コロナウイルス感染症を疑って一般の医療機関や休日夜間急病診療所等を受診し

ても、診断を確定するための検査ができない可能性があります。

流行状況や検査体制は地域によって異なりますので、お住いの地域の保健所などの情報にご注意ください。

また、感染症の症状がある患者については、医療機関ごとに受診時間や受付場所をかえるなど感染対策を

工夫している場合があります。受診前に医療機関への確認が必要です。

なお、子どもでは、原因不明の発熱が続く、呼吸が苦しい、経口摂取ができない、ぐったりしているなど

の様子が見られるときは、新型コロナウイルス以外にも様々な病気が考えられますので速やかな受診が必

要です。

Q4．母乳はやめておいた方がいいですか？ Q7．乳幼児健診や予防接種を遅らせたほうが良いですか？

Q5．子どももマスクはしておいた方がいいですか？マスクが出来ない場合はどうしたらい
いですか？

Q8．新型コロナウイルス感染症以外の病気にかかっています、入院しての検査や手術は延
期したほうが良いですか？

Q9．病院における面会は遠慮したほうが良いですか？

Q6．子どもの症状が新型コロナウイルスによるものかもしれないと思ったら早めに医療機
関を受診した方がいいですか？
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A. 子どもが新型コロナウイルス感染症にかかった場合、多くの場合は軽症で医学的には入院する必要は

ありません。しかし、法律に則って入院を指示される可能性はあります。家庭内で保護者から子どもにう

つった場合は、親と子どもが同時に入院する可能性があります。保護者が感染していない場合に、隔離を

行う目的で子どもを単独で入院させることもありますが、付き添いの可否については子どもの年齢や病院

の状況により個々に判断する事になります。自宅あるいは宿泊施設等での療養となる可能性もあります。

ただし保健所との相談が必要であり、また自宅療養後も電話等による健康状態の確認が必要になります。

なお、軽症の目安は、本人に活気があること、水分等が取れていること、呼吸が苦しくないこと、などで

すが医療者の判断が必要です。子どもの具合が悪く入院が必要な場合は、保護者は感染者あるいは濃厚接

触者である可能性が高く、病院への来院や面会が出来ない可能性があります。しかし、保護者が既に回復

されている場合など個々の状態と、病院の診療体制や地域の流行状況などによって、異なる対応となるこ

とも予想されますので、担当医とご相談ください。

〈屋外における遊び〉

屋外の遊びであれば感染伝播のリスクは低いと考えられますが、以下の点を確認し注意して下さい。

・ 風邪症状（のどの痛み、咳、発熱など）があるときは、外出は控える

・ みんながよく触れる場所に触った後は手洗いをする

・ 飲食の前にも手洗いをする

・ 食事をするときは対面にならないように工夫する

〈屋内における遊び〉

屋内における遊びについては、屋外よりリスクが高くなりますので、以下の点を確認し注意して下さい。

・ 周囲に明らかな感染者がいない

・ 遊ぶ場所に高齢者や基礎疾患のある方がいない

・ 本人や家族に風邪症状（のどの痛み、咳、発熱など）がない

・ 少人数である

・ 保護者同士の了解が得られている

・ みんながよく触れる場所に触った後は手洗いをする

・ 飲食の前にも手洗いをする

・ 食事をするときは対面にならないように工夫する

・ 最低1時間に1回換気してください

〈屋外・屋内で遊ぶ際に起こりやすい事故への対応・予防策〉

こちらをご参照下さい。

http://kodomo-qq.jp/jiko/index.php （日本小児科学会 こどもの事故と対策）

外出自粛要請が出ている地域では以下のことを守りましょう

・ 同居しているきょうだい、家族等同士で遊ぶこと
・ 屋外では、他人との接触を避けること

A. 感染が拡大していない地域では、子どもへの感染の多くは同居している成人（保護者）感染者からの伝

播によるものです。そのため、保育所、幼稚園、学校などへの通園、通学を自主的に控える理由はありま

せん。しかし、最近（2020年8月1日現在）では集団生活の中での感染が報告されています。したがって、

子どもの患者が発生した場合は、一定期間、休園や休校になる可能性があります。流行状況に応じて、臨

機応変な対応が必要となりますので、お住まいの地方自治体からの指示に従ってください。

また、各家庭内で感染者がでた場合は、その子どもは濃厚接触者として登校、登園を控えることになります。

また、厚生労働省から微熱や風邪の症状がある場合は、登校、登園を控えるようにとすすめられています。

まずは、それらを守っていただくことが大事です。なお、症状のある5歳未満の子どもの感染者からのウ

イルス排泄量が比較的多いことや、子どもは無症状者も少なくないこと、便にウイルスが長期間排泄され

ることがわかってきました。まわりの大人は、こまめな手洗いや、マスクの着用などを徹底する事が必要

です。

A. 子どもにとって遊ぶことは、心身の発達においてとても重要です。感染のリスクを下げるために以下

のことを守れば、外出や子ども同士の遊びは可能です。夏休みの行き先については、流行状況を確認し移

動の自粛要請が出ていないことを確認しましょう。子ども達の屋外、屋内の遊びについての注意事項は下

記の資料も参考にしてください。

Q10．もし子どもが新型コロナウイルス感染症にかかった場合、入院は必要ですか？また、
入院した場合に保護者の面会や付き添いは可能ですか？

Q11.  保育所、幼稚園、学校などに行くことは控えたほうが良いでしょうか？

Q12. 子どもは外出や友達と遊ぶことを避けたほうが良いでしょうか？
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COVID-19 患者において小児の占める割合は少ないが、増加傾向にある

小児例の多くは家族内感染である

学校や保育所におけるクラスターが報告されるようになったが、社会全体から見ると多くない

小児のコロナウイルス感染症 2019 (COVID-19) について、2020 年 11 月 7 日までに誌面またはインターネット上
で報告された研究内容を基に、医学的知見の現状を小児の特異性や注意点を中心にまとめた。この知見のまとめが、
診療や公衆衛生的な対応を考えていく上での参考となれば幸いである。
　今回新たに書き加えた点と削除した点については 小児のコロナウイルス感染症 2019（COVID-19）に関する医
学的知見の現状 第 2 報 新たに書き加えた点と削除した点（2020 年 11 月）をご確認ください。
※出来るだけエビデンスレベルの高い研究報告を取り上げたが、全ての文献を網羅した系統的レビューではない。ま
た COVID-19 に関する知見は日々刷新されていることから、その多くは暫定的なものである。
※本報告は学会としての提言・見解ではなく、診療のガイダンス/ガイドラインとして用いることを目的としていない。
小児を含めた一般的な診療の指針としては、「新型コロナウイルス感染症 COVID-19 診療の手引き 第 3 版」（https://
www.mhlw.go.jp/content/000668291.pdf）を参照されたい。

小児の感染者数は少なく、その割合は中国では 19 歳未満の患者は全体の 2.4% [1]、米国では 2020 年 4

月 2 日の時点で 18 歳未満の患者は全体の 1.7% [2]、日本国内では 5 月 3 日の時点で 10 歳未満が 1.6%、

10~19 歳が 2.3% だった [3]。しかし次第に小児の割合が増えて来ており、米国では 10 月 10 日の時点

で 18 歳未満は全体の 8.8% [4] と報告され、日本国内でも 10 月 7 日の時点で 10 歳未満の患者総数は

2,112 人 (2.4%)、10~19 歳では 4,399 人 (5.1%) と報告されている [5]。

・

家族の中で小児が先行感染者になることは少なく、中国における家族内感染の調査では 8% に過ぎな

かった [6]。5 月 28 日までに発表された 1,099 本の論文のスコーピング・レビューにおいて、小児の

COVID-19 の 75~100% は家族内感染だった [7]。本学会による国内小児症例のレジストリーのデータ

（2020 年 10 月 13 日時点）でも、77% の小児症例は家族（特に親）から感染していた [8]。

・

前述のスコーピング・レビューにおいて、小児は学校内の伝播にほとんど関わっていないことが示された 

[7]。オーストラリアからの報告では、15の学校で18人の患者 (9人は生徒、9人は学校職員) が 863人 (生

徒 735 人、職員 128 人 ) と濃厚接触があったにもかかわらず、感染が確認されたのは生徒 2 人だけであっ

た [9]。アイルランドやシンガポールでも学校閉鎖前に行われた調査で、学校内での二次感染例は非常に

少なかったと報告している [10, 11]。ヨーロッパでは、9 歳の患者が 3 つの学校やスキー学校で有症状の

まま 112 名に接触したにもかかわらず、誰にも感染させていない事例もあった [12]。

・

疫　学

日本小児科学会 予防接種・感染症対策委員会
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米国ロードアイランド州では social distancing や職員の universal masking 等を厳格に実施した保育所

666 施設（全体の 75%）で保育再開した後、COVID-19 の発生が起こったのは 29 施設、そこで二次感

染まで起こったのは 4 施設（全施設の 0.6%）のみであった [13]。さらに全米 5 万 7 千人の保育施設ス

タッフへの調査で、パンデミックの初期（5 月末〜 6 月初め）の保育施設の開設状況、感染予防策、そし

て SARS-CoV-2 感染の有無を調べ、感染者 427 人と非感染者、そして対照者との比較を行った。その結果、

保育に従事していたことは感染のリスクに関与していなかった [14]。

日本におけるクラスターの発生件数は、内閣官房新型コロナウイルス感染症対策推進室によると 7 月から

10 月 21 日までの時点で 1,352 箇所に上る [15] 。一方、学校現場でのクラスターは 9 月 3 日時点まで

の累積で、小学校で 3 件、中学校で 5 件、高等学校で 10 件、特別支援学校で 0 件と報告されており、社

会全体に起こっているクラスター件数から見ると少ない [16]。また感染経路を見てみると、小学生では家

族内感染が 75% に対し学校内感染が 2%、中学生では家族内感染が 68% に対し学校内感染が 7%、高校

生では家族内感染が 32% に対し学校内感染が 33% と報告されており、小中学校においては学校の中での

感染というよりも、家庭から学校に持ち込まれたケースが圧倒的に多い [16]。

・

・

小児は成人より感染しにくい可能性がある

小児からの感染力が成人より強いかは、まだ不明である

小児が成人と比べて感染しにくいのかどうか様々な報告が出ていたが、系統的レビュー / メタ分析の結果、

オッズ比 0.56（95% 信頼区間 0.37-0.85）で成人より感染しにくい可能性が示唆された [17]。

世帯の 223 人の成人発端者からの家族内伝播を調べた研究では、7 世帯 (5.2%) の 13 人 (6.1%) に感染

が及んだが、年齢層別にみると 5 歳未満では 1.3%、5~9 歳では 8.1%、10~16 歳では 9.8% であり、低

年齢では感染率が低かった [18]。

SARS-CoV-2 の受容体となる ACE2 の発現レベルが低く [19]、また SARS-CoV-2 感染児は非感染児と比

べて ACE2 発現度が高い傾向にあることも示されており [20]、ACE2 の発現レベルが SARS-CoV-2 への

感染しやすさに影響していることが示唆されている。

SARS-CoV-2 の排泄量を比べた研究がいくつかあるが、相反する結果を報告している。小児のウイルス排

泄量が少ないと報告するもの [21]、0~22 歳の間ではウイルス量に大差なかったと報告するもの [20] が

ある反面、5 歳未満児では 5~17 歳の年長児や 18~65 歳の年齢層と比べてウイルス量が 10~100 倍多

いという報告もある（ただしこの研究では無症候性感染児を解析の対象から除いている） [22]。

[10-13] や、韓国における家族内伝播の研究で 18 歳未満小児 107 人からの家族内二次感染が 1 例しか起

こらなかった報告は、小児が感染源となりにくいことを示唆している [23]。2020 年 5 月 11 日までの報

告をまとめた系統的レビューでは、小児は流行の中心とはなっていないことが示されている [21]。しかし、

小児が成人よりも感染させにくいかどうかについては、結論が出せるだけのデータは揃っていない [17]。

・

・

・

・

・

小児 COVID-19 症例は無症状〜軽症が多く、死亡例は少ない

小児 COVID-19 の臨床的特徴

小児 COVID-19 に関する中国・シンガポールからの 18 論文の系統的レビューで 1,065 症例（うち 0~9

歳は 444 例）を検討した結果、臨床症状は発熱、乾性咳嗽、全身倦怠感、嘔吐、下痢などで、発症後

1~2 週間以内に改善することが多かった [24]。0~9 歳で集中治療を要した症例は 1 歳児の 1 例のみで、

死亡例はなかった。米国の報告でも 18 歳未満では成人と比べて入院例が少なく (5.7~20%)、ICU 入室の

割合も低かった (0.58~2.0%) [2]。

日本国内では、10 月 7 日の時点で 10 歳未満の患者 2,112 人、10~19 歳の患者 4,399 人で死亡例はな

い [5]。5 月 28 日までに感染症発生動向調査に届出があった 0~14 歳患者 290 人と 15~19 歳患者 208

人のうち、重篤な肺炎を合併したのは 15 〜 19 歳患者の 2 人 (1.0%) だけであった [25]。

米国では、小児の中でも 1 歳未満児と基礎疾患を有する児は、入院する頻度が高いと報告された [2]。中

国では、年齢群を 3 歳未満、3~6 歳、6~14 歳に分けて比べると 3 歳未満では比較的症状が重く、3~6

歳が最も軽かった [26]。イタリアでは、18 歳未満の小児患者 3,836 人のうち 4 人（0~1 歳で 2 人、

2~6 歳で 2 人）が死亡しているが、いずれも心血管系異常や悪性腫瘍などの重篤な基礎疾患を有し、

COVID-19 は原死因とは考えられていない [27]。

COVID-19 小児患者 2,597 例（24 論文）のレビューでは、全体に症状は軽く、重症例は 4.4%、重篤例

は 0.9% だった。初発症状は成人と同様であるものの 低頻度で、発熱は 43.1% ( 成人では 82~98.6%)、

咳は 43.4% ( 同 59.4~82%)、多呼吸・息切れは 12.6% ( 同 31%) であり、呼吸困難や呼吸窮迫症候群

の合併は稀である。一方で、消化器症状は成人と比べて多く、下痢は 6.6% ( 同 2~3.8%) だった。検査

所見では、成人でよく見られるリンパ球減少は 9.8% にしか認められず、その一方でクレアチンキナーゼ

MB アイソザイム（CK-MB）の上昇が 27% と高率に認められた [28]。成人 COVID-19 患者で特徴的と

される嗅覚・味覚障害は、小児では自分から訴えることが難しいこともあって実態は不明だが、フランス

の報告では 18 歳未満の症例の 5.2% に認められている [29]。また香港からの報告では嗅覚・味覚障害の

みを症状とする 10 代患者 3 人の報告もある [30]。

他の呼吸器病原体（マイコプラズマ、インフルエンザ、RS ウイルスなど）との混合感染が稀ならず認めら

れており、他の病原体が検出されても COVID-19 を否定することにならない [26, 31]。

・

・

・

・

・

臨　床



1918

欧米等からは小児 COVID-19 に関連して、毒素性ショック症候群または ( 不全型 ) 川崎病を疑わせるよ

うな多臓器系にわたる強い炎症を起こす病態が発症しており、multisystem inflammatory syndrome in 

children (MIS-C) または pediatric inflammatory multisystem syndrome (PIMS) という名称が提唱さ

れ、WHO と CDC がそれぞれ診断基準を出している（表 1）[32]。

SARS-CoV-2 PCR 陽性率は高くない (26%) が、SARS-CoV-2 抗体は 83% で陽性である [33]。

川崎病より年長で発症し、人種的な背景も大きく異なり、臨床的にも胃腸症状が多く、皮膚粘膜症状は少

ないなどの違いがあり、炎症反応や心筋・血管内皮傷害マーカーの上昇がより顕著で、重症度が高い（表 2）

[32-35]。

治療には人工呼吸器や血管作動薬などによる全身管理に加え、副腎皮質ステロイド、免疫グロブリン製剤、

生物学的製剤（IL-6 阻害薬や IL-1 阻害薬 など）が用いられている [32-35]。

現時点では、国内で COVID-19 流行に伴って川崎病の発症数の増加はなく、MIS-C/PIMS が疑われる症

例は報告されていない [36]。ただし、COVID-19 のために入院した後で川崎病を発症した 1 歳児が経験

されている [37]。

・

・

・

・

・

SARS-CoV-2 は鼻咽頭よりも便中に長期間そして大量に排泄される

ほとんどの小児 COVID-19 症例は経過観察または対症療法が選択されている

抗体が陽性になった時点でも SARS-CoV-2 が検出される。また再感染が阻止できる抗体価
に達するのは約半数に過ぎない

COVID-19 患者の気道および消化管からの SARS-CoV-2 排出期間を検討した系統的レビューで、RT-PCR

により鼻咽頭あるいは咽頭スワブ検体からは発症から平均 11.1 日間、最大で 24 日まで検出された。一方、

直腸スワブ検体では陽性率 86% で、平均 23.6 日間、最大 4 週間検出された。89% の症例では、呼吸器

検体より便検体から長期に渡りウイルスが検出された [38]。

小児の COVID-19 はほとんどの場合、成人と比べて軽症であることから、経過観察または対症療法が選

択されている。本学会による国内小児症例のレジストリーのデータでも、508 登録症例のうち 446 例は

無治療で、それ以外も 5 例で吸入ステロイド剤、3 例で静注ステロイド剤が用いられた症例を除くと対症

療法のみで、抗ウイルス薬が用いられた症例はなかった [8]。

世界中で様々な治療薬が用いられて来たが、多くの薬剤は有効性や安全性のデータが不十分で、成人領域

でも現時点でエビデンスが示された治療薬は、抗ウイルス薬のレムデシビルと副腎皮質ステロイドのデキ

サメタゾンのみである。小児ではいずれの治療法も使用経験が少なく、有効性や安全性のエビデンスは十

分とは言えない [40]。

22 歳以下の小児及び若年成人 215 人に対して SARS-CoV-2 RT-PCR と抗体検査の両方を実施した研究で、

33 人 (15%) ではウイルス RNA と抗体の両方が検出された。PCR が陰性になるまでの期間中央値は 25 日、

SARS-CoV-2 に対する抗体が出来るまでの期間中央値は 18 日で、中和抗体価が再感染阻止可能なレベル 

(80AU/mL) に達したのは 52% に過ぎず、それに要した期間中央値は 36 日だった。小児においては抗体

が検出されるようになった時点でもウイルスを伝播させる恐れがある [39]。

・

・

・

・

COVID-19 関連小児多系統炎症性症候群 検査（含、ウイルスの動態と免疫応答）

治　療
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COVID-19 罹患妊婦と出生児について 2020 年 4 月 19 日までに発表された 33 の論文の系統的レビュー

では、385 人の妊婦のほとんどが軽症で、重症例は 3.6%、重篤例は 0.8% だった。252 人が分娩 ( 帝王

切開 69.4%、経腟分娩 30.6%) に至り、出生した 256 人の新生児のうち PCR 陽性が 4 名 ( いずれも帝王

切開出生 ) であったが、全て軽症であった。PCR 陽性の新生児は母親由来のウイルスによる偽陽性の可能

性もあるが、垂直感染は除外できない [41]。

6 月 26 日までに発表された 77 の論文についての系統的レビュー / メタ分析では、COVID-19 罹患妊

婦は非罹患妊婦と比べて集中管理が必要となる可能性が高いことが示された (ICU 入室のオッズ比 1.62 

[95%信頼区間1.33-1.96]、人工呼吸管理のオッズ比1.88 [1.36-2.60])。重症化に関わる因子として、高齢、

肥満、基礎疾患（妊娠以前からの高血圧や糖尿病）の存在が挙げられた。また、早産率も COVID-19 罹

患妊婦では 6% [95% 信頼区間 3-9%] と、非罹患妊婦より高かった ( オッズ比 3.01 [1.16-7.85]) [42]。

SARS-CoV-2 陽性母体から出生した児への垂直感染に関する 385 の文献のうち 17 文献をメタ分析した

報告では、402 人の母体から生まれた 405 人の児のうちの 330 人に対して早期に PCR 検査が行われ、9

人が陽性でそのうち 1 人は出生時から症状を有していたため、子宮内感染と考えられた。ランダム効果モ

デル分析では、垂直感染率 1.6% [95% 信頼区間 0.34-7.31] と考えられた [43]。

学校や保育現場において小児が感染源となったクラスターの報告は、国内外を通じて少ない。学校や保育

施設での子どもの感染が契機となって家庭を介し社会へと流行が拡大していくインフルエンザの場合とは

異なり、これまでに観察された COVID-19 の流行拡大様式では社会での流行が家庭に持ち込まれて子ど

もが感染し、そこから学校や保育施設に拡大していくことが多い [16]。

流行に対する学校閉鎖の有効性について、数理モデリングで検討した研究や系統的レビューでは、学

校閉鎖を行う事は、その他の social distancing などの感染予防措置と比べて効果は少なく [48-51]、

COVID-19 死亡者の減少は 2~3% に留まっている。一方、子どもを養育している医療従事者も就業困

難となり、結果的に医療資源が失われ COVID-19 死亡者をむしろ増加させる可能性もあると考えられる 

[49]。

Imperial College London による数理モデリングによると、子ども・若年者の隔離はその後の流行を遅ら

せる効果がある反面、最終的には高齢者の死亡数を増加させるとしている。さらに、重症化が稀な子ども・

若年層に感染者をとどめておき、感染すると致命率が高い高齢者に対して厳格な social distancing を求

めることが、死者数を減らすには有効と推測している [52]。

physical distancing 介入（学校閉鎖、職場閉鎖、公共交通機関の閉鎖、大規模集会と公共イベントの制限、

ロックダウン）を行った 149 の国・地域の検討において、COVID-19 発生率が 13% 減少 (IRR 0.87 [95%

信頼区間 0.85-0.89]) すると報告されているが、これらの介入は同時に組み合わせて実施されているため、

学校閉鎖の効果を抜き出して示すことはできない [53]。米国において、学校閉鎖に伴って COVID-19 患

者数が 62%、死亡数が 58% 減ったとする報告があるが、これも学校閉鎖と同時に他にも様々な感染拡大

介入措置が取られていたため、実際のところどの介入措置がどの程度有効だったのかは解析できず、学校

閉鎖の効果は不明である [54]。

・

・

・

・

・

・

・

現時点で経母乳感染の証拠はない

新生児が重症化しやすいかどうかはまだわかっていない

先述の系統的レビューでは母乳の検査も 26 例について行われたが、SARS-CoV-2 PCR は全て陰性であっ

た [41]。その他の報告をまとめると、24 人中 4 人の母体の母乳 10 検体から SARS-CoV-2 RNA が検出

されているが、いずれの場合も環境や感染した児からの汚染の可能性は否定されておらず、RNA の存在は

必ずしも感染性であることを示してはいない。18 人の SARS-CoV-2 感染妊婦からの母乳検体に対して、

経時的に PCR と細胞培養によるウイルス分離を行った研究では、1 検体のみ PCR 陽性となったが、ウイ

ルスは分離されなかった [44]。

単一分娩施設において、周産期に SARS-CoV-2 に感染した妊婦から生まれた 101 人の新生児を全員母子

同室で直接母乳哺育を行ったが、発症した児はいなかった [45]。

このように、これまで行われていた母子分離や直接母乳哺育の制限を見直すことも検討できるかもしれな

い [ 委員会からのコメント ]。

27 の COVID-19 児の報告では、軽症ではあったものの、母親と比べてウイルスの排泄量が非常に多く、

しかも鼻咽頭や唾液や便だけではなく血漿や尿からも検出されており、新生児では SARS-CoV-2 感染が

全身に拡がる可能性が示された [46]。NICU における多施設前方視的研究では、COVID-19 新生児症例

37 例（いずれも市中感染と思われる）のうち、41% に酸素投与、16% に非侵襲的呼吸管理、そして 3%

に人工換気が行われ、ダウン症候群と先天性心疾患を合併していた 1 例が死亡した [47]。

・

・

・

・
COVID-19 罹患妊娠・分娩において母体は集中管理を要するリスクが高く、早産になるこ
とが増えるが、垂直感染は稀である

学校や保育施設の閉鎖は流行阻止効果に乏しい

新生児

COVID-19 流行期の子どもの心身の健康
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子どもは多くの場合、家庭で感染しているが、幸いほとんどの症例は軽症である。しかし、COVID-19 流行に伴う社会の変化
の中で様々な被害を被っている。

図．知見のまとめ：子どもの COVID-19 関連健康被害 （日本小児科学会予防接種・感染症対策委員会作成）
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はじめに

新型コロナウィルス感染症の流行に伴い、全国でこども食堂などの居場所の

開催が難しくなっています。他方、「気になる子どもを放置できない」と今で

も開催を継続している人たちもいます。また今後、地域の学校等の再開に伴い、

居場所の再開を検討する人たちも増えてくるものと思います。

「開催か休止か」に正解はなく、私たちは主宰する方々が悩み抜いた末に出さ

れたすべてのご判断を尊重します。同時に、開催の意向をもつ団体が内外の

不安の声に押し切られて断念することがないようにしたいとも思っています。

そのため今回、感染症対策にも詳しい小児科医の先生の監修で本ハンドブッ

クを作成しました。開催の可否について検討される際にご活用いただくとと

もに、開催するかどうかを団体内で協議するとき、地域の方たちに開催につ

いてのご理解をいただきたいとき、自治体と意見交換するとき、ご活用いた

だければ幸いです。

なお、緊急に作成することから、本ハンドブックはあくまでも暫定的なもので、

今後の流行状況により変更される可能性のあること、ご了承ください。

むすびえ理事長　湯浅 誠発 行 者

協 力

監 修 者

：

：

：

NPO法人全国こども食堂支援センター・むすびえ

金子淳子（小児科医・みんにゃ食堂主宰者）

藤岡雅司（小児科医・ふじおか小児科院長）

小児科医監修
地域での子どもたちの生活をよく知る

こども食堂・
フードパントリー

開設

こども食堂・
フードパントリー

開設
簡易ハンドブック

2021年2月改訂版



3130

新型コロナウイルスの流行によって、日本中、いや世界中の子どもたちには

多くの制約が強いられています。流行の真っ只中で患者さんが急増している

国や地域では、ある程度は仕方のないことでしょう。

しかしながら、新型コロナウイルスだけに目を奪われて、リスクをすべて排

除するという生活が、子どもたちにとって望ましくないことは言うまでもあ

りません。お勉強をすること、友だちと遊ぶこと、そして何より、楽しい食

事をとること。これらは、子どもの権利であり、その健やかな成長にとって

必要不可欠なものばかりです。

子どもという存在は、地域社会の未来であり、夢であり、希望です。子ども

たちは日々成長を続けます。子どもたちの「今」という時間を大切にするため、

正に今できることを、まず実行していきましょう。どのような状況にあっても、

大人の知恵と工夫でできることはたくさんあるはずです。

このハンドブックが、そのための小さな力になればと願い、監修を担当させ

ていただきました。新型コロナウイルス感染が終息し、子どもたちの元気な

姿が町中に戻ってくるまで、みんなで力を合わせてがんばりましょう。

監修者　藤岡 雅司

小児科医。富田林医師会感染症対策委員会委員長、大阪小児科医会感染症対策委員会委
員、日本外来小児科学会予防接種委員会副委員長、同アドボカシー委員会委員長、日本
小児科医会公衆衛生委員会委員、日本小児科学会予防接種・感染症対策委員会委員

監修者より

（みんにゃ食堂＠山口県宇部市の対策例（みんにゃ食堂提供））

みんにゃ食堂レポート漫画3月25日号（この時点での県内の患者発生5名）

手洗いイメージ（東京・ふくろうはうす）

こども食堂
の開催について

kodomo shokudo
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開催準備段階1

原則としてスタッフ（ボランティアも含む、以下同じ）はもちろん、参加者も小学生以
上ではマスク着用で来場するよう告知し、手指消毒を徹底するため、マスクと擦込式
アルコール消毒液を用意する。

4

スタッフは、日頃から同居家族以外での「密閉・密集・密接」を避け、不要不急の外出を
控えると共に、健康状態の維持に留意する。

5

スタッフの場合でも、60歳以上の人は、参加者との直接の接触をできるだけ避けるよ
う留意する。

3

クレームやトラブルに対して、齟齬のない説明など適切な対応に当たる説明責任者を
前もって決めておく。

6

開催に際しては会場のある地域（小学校及び中学校区域など）における流行状況などを
十分に勘案して決定する。

1

緊急事態宣言が発出されていても一様に開催できないわけではない。

地域の保育所、幼稚園、こども園、小学校、中学校などで子ども間の感染が報告
されている場合（職員間の感染は除く）、屋内会場での開催は控える。

❶

❷

開催告知に際し、以下に該当する人は参加できないことを事前に十分に知らせる。2

感冒症状がある人

熱のある人（小児：37.5℃以上、成人：37.0℃以上）

同居家族や職場などに「濃厚接触者」や「健康観察対象者」がいる人

2週間以内に海外から帰国した人、及びその同居家族

基礎疾患（心臓病、糖尿病、呼吸器疾患など）のある成人

60歳以上の人

❶

❷

❸

❹

❺

❻

こども食堂の開催について

kodomo shokudo

開催当日2

開場まで待機する人たちのために「密閉・密集・密接」とならないよう十分な広
さで換気できる場所を準備し、P.5【①開催準備段階・２の❶〜❻】に該当す
る人は参加できない旨を掲示する。

1

P. 5【①開催準備段階・２の❶〜❺】に該当する人は会場には来てはならない。
60 歳以上のスタッフは参加者との直接の接触をできるだけ避けるよう留意
する。

1

当日の運営スタッフは準備段階よりマスクを着用すると共に、必要に応じて、
石鹸による入念な手洗いや擦込式アルコール消毒液による手指の清潔に努める。

3

開催当日の運営（会場設営、案内、調理、配膳等）に関わるスタッフは、可能
な限り集合時に体温測定（できれば皮膚に触れないタイプの体温計を用いる）
と健康確認をおこなう。体温が37.0℃以上の人は速やかに帰る。

2

適当な数量のマスク、及び擦込式アルコール消毒液を用意しておく。
2

会場は、可能な限り「密閉・密集・密接」を避けるようなレイアウトとなるよう留
意する。参加者が対面したり、混雑が生まれたりしないよう、来場から退場ま
での動線を工夫する。

3

参加者が取り分けをするビュッフェスタイルでの食事提供は行わない。調味料
やドレッシング等を参加者同士が共有して使用しないよう調理の際に配慮する。

4

会
場
準
備

ス
タ
ッ
フ
と
し
て

こども食堂の開催について

kodomo shokudo
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開催当日2

開場までの待機場所で、可能であれば参加希望者の体温測定（できれば皮膚
に触れないタイプの体温計を用いる）と健康状態などの確認をおこなう。

1

できるだけ多くの地域住民を運営側に巻き込むよう心がけることが、リスク管理
としては最も重要であることをスタッフ全員で共有しておくことが望ましい。

2

人が大勢集まる場所で楽しい雰囲気のとき、子どもは当然ながらはしゃぐも
のである。そのような子どもの特性を考えれば、過度に制限し過ぎるのも好
ましくない。

1

P.5【①開催準備段階・２の❶〜❻】に該当する人は参加できないことを、説
明責任者から懇切丁寧に説明して理解していただく。なお、会場まで来て参
加できない人に対しては、弁当などを渡して帰ってもらうことなどを検討し
ておく方が望ましい。

2

不特定多数の参加がある場合は、参加者名簿を作成し、新型コロナウイルス
接触確認アプリ（COCOA)のダウンロードを推奨すると共に、人数制限や時
間制限などを行い、密集を回避している。

6

小学生以上の参加者についてはマスク着用とする。マスクを持参していない場合
は準備していたマスクを提供する。

3

入場前に全員に対して擦込式アルコール消毒液による手指消毒をおこなう。乳
幼児の場合は付添いの成人が擦込むようにする。

4

速やかに会場に誘導する。原則として座席は移動しないよう説明する。5

参
加
者
に
対
し
て

そ
の
他

こども食堂の開催について

kodomo shokudo

フードパントリー
の開催について

food pantry

提供・チャイルドケアセンター

提供・フードバンク八王子
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開催準備段階1

原則としてスタッフ（ボランティアも含む、以下同じ）はもちろん、参加者も小学生以
上ではマスク着用で来場するよう告知し、手指消毒を徹底するため、マスクと擦込式
アルコール消毒液を用意する。

4

スタッフは、日頃から同居家族以外での「密閉・密集・密接」を避け、不要不急の外出を
控えると共に、健康状態の維持に留意する。

5

スタッフの場合でも、60歳以上の人は、参加者との直接の接触をできるだけ避けるよ
う留意する。

3

クレームやトラブルに対して、齟齬のない説明など適切な対応に当たる説明責任者を
前もって決めておく。

6

開催に際しては会場のある地域（小学校及び中学校区域など）における流行状況などを
十分に勘案して決定する。

1

緊急事態宣言が発出されていても一様に開催できないわけではない。

地域の保育所、幼稚園、こども園、小学校、中学校などで子ども間の感染が報告
されている場合（職員間の感染は除く）、屋内会場での開催は控える。

❶

❷

開催告知に際し、以下に該当する人は参加できないことを事前に十分に知らせる。
2

感冒症状がある人

熱のある人（小児：37.5℃以上、成人：37.0℃以上）

同居家族や職場などに「濃厚接触者」や「健康観察対象者」がいる人

2週間以内に海外から帰国した人、及びその同居家族

基礎疾患（心臓病、糖尿病、呼吸器疾患など）のある成人

60歳以上の人

❶

❷

❸

❹

❺

❻

フードパントリーの開催について

food pantry

開催当日2

開場まで待機する人たちのために「密閉・密集・密接」とならないよう十分な広
さで換気できる場所を準備し、P.5【①開催準備段階・２の❶〜❻】に該当す
る人は参加できない旨を掲示する。

1

適当な数量のマスク、及び擦込式アルコール消毒液を用意しておく。
2

会場は、可能な限り「密閉・密集・密接」を避けるようなレイアウトとなるよう留
意する。参加者が対面したり、混雑が生まれたりしないよう、来場から退場ま
での動線を工夫する。

3

食材提供場所（カウンターなど）で、参加者との距離をとる（2ｍ）、スーパー・コ
ンビニのレジのようにフィルターを貼って飛沫感染を防止する、列に並ぶ際に
は間隔を空けるなどの工夫をおこなう。

4

会
場
準
備

フードパントリーの開催について

food pantry

（諏訪中央病院総合診療科の玉井道裕医師が作成した「新型コロナウイルス感染をのりこえるための説明書（全国版）」より）
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P.5【①開催準備段階・２の❶〜❺】に該当するスタッフは会場には来てはな
らない。60歳以上のスタッフは参加者との直接の接触をできるだけ避けるよ
う留意する。

1

当日の運営スタッフは準備段階よりマスクを着用すると共に、必要に応じて、
石鹸による入念な手洗いや擦込式アルコール消毒液による手指の清潔に努める。

3

開催当日の運営（会場設営、案内、調理、配膳等）に関わるスタッフは、可能
な限り集合時に体温測定（できれば皮膚に触れないタイプの体温計を用いる）
と健康確認をおこなう。体温が37.0℃以上の人は速やかに帰る。

2

ス
タ
ッ
フ
と
し
て

フードパントリーの開催について

food pantry

開場までの待機場所で、可能であれば参加希望者の体温測定（できれば皮膚
に触れないタイプの体温計を用いる）と健康状態などの確認をおこなう。

1

1- ②に該当する人は参加できないことを、説明責任者から懇切丁寧に説明し
て理解していただく。なお、会場まで来て参加できない人に対しては、弁当
などを渡して帰ってもらうことなどを検討しておく方が望ましい。

2

小学生以上の参加者についてはマスク着用とする。マスクを持参していない場合
は準備していたマスクを提供する。

3

入場前に全員に対して擦込式アルコール消毒液による手指消毒をおこなう。乳
幼児の場合は付添いの成人が擦込むようにする。

4

速やかに会場に誘導する。原則として座席は移動しないよう説明する。5

参
加
者
に
対
し
て

開催当日2

参考
（更新されますので最新の情報にアクセスして下さい）

日本小児科学会予防接種・感染症対策委員会
新型コロナウイルス感染症に関するQ&A

日本赤十字社
新型コロナウイルスの３つの顔を知ろう！〜負のスパイラルを断ち切るために〜

諏訪中央病院総合診療科の玉井道裕医師
「新型コロナウイルス感染をのりこえるための説明書」

http://www.jpeds.or.jp/modules/activity/index.php?content_id=326&fbclid=IwAR3kbBNX5Cby7

TckVtjV4zeJPSKF1ZD3tzW1LCNhN2Tzdc_tTkT2EzJwOSo

http://www.jrc.or.jp/activity/saigai/news/200326_006124.html

http://www.suwachuo.jp/info/2020/04/post-117.php

1
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令和３年春の大型連休中における子供の居場所の確保等の状況について

全国の全地方自治体（４７都道府県、２０指定都市、１,７２１市町村（特別区を含む））に、春の大型連休（令和３年４月２９日（祝）～５月９日（日））中に活動
した子ども食堂などの子供の居場所等について調査を行ったところ、結果概要は、以下のとおり。

内閣府政策統括官（政策調整担当）付参事官（子どもの貧困対策担当）
厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課

１．春の大型連休中の子供の居場所の活動状況
○ 春の大型連休中に活動した子供の居場所：１，５７５か所
→ 地方自治体が把握している子供の居場所の総数：７，０００か所。うち約２割強が大型連休中に活動。
（注１）上記には、居場所の開所のほか、大型連休中に実施したフードパントリー・フードバンクや相談支援活動も含む。
（注２）子供の未来応援基金による支援実績のあるNPO等311団体（回答208団体）における大型連休中に活動した子供の居場所：147（７割超が活動）

＜子供の居場所開所に向けたNPO等への公の施設の貸出・働きかけなど＞
・公民館など地方自治体の管理施設を子供の居場所の運営NPO等へ貸出し（千葉県・神奈川県・長野県・福岡県等の複数の市町村）
・大型連休中に子供の居場所を開所するよう、運営NPO等に要請（沖縄県浦添市）
・大型連休中に子供の居場所を開所する場合も感染症対策を徹底して実施するよう依頼（福岡県福岡市）
・大型連休中の居場所の開所について運営NPO等から相談を受けた際、感染防止対策等の基本的な対策を講じれば問題ない旨助言（東京都町田市、徳島県）
・市町村を通じて関係団体への周知及び居場所の確保に係る協力要請を実施（宮崎県）
・大型連休中に子供の居場所を閉所する場合でも、要支援の子供には支援を継続するよう要請（沖縄県）
・感染防止対策の観点から子供の居場所に関するガイドラインを作成し、ガイドラインに沿った対応を要請（愛知県豊田市）

＜子供の居場所に関する周知など＞
・要支援家庭に、大型連休中に開所する子供の居場所を紹介（兵庫県福崎町）
・支援の必要な家庭に情報が届くよう、子ども家庭支援センターなどで子ども食堂の情報を提供（東京都府中市）
・子供の居場所・相談先等をまとめた「子ども・若者応援ガイド」を配布（東京都葛飾区）

＜自治体による直接支援＞
・家庭における様々な相談を受け付ける「家族まるごと相談窓口」を開設（鳥取県）
・要支援家庭に大型連休中の町役場への電話連絡先を案内し、電話相談可能な体制を整備（香川県宇多津町）
・児童館にて開所している子ども食堂が大型連休中に閉所したため、大型連休前に食材配布を実施（沖縄県うるま市）
・各子供の居場所の閉所日を確認しながら居場所運営NPO等に案内をかけ、大型連休中に閉所の場合は、困窮世帯へ食材配布を実施（沖縄県沖縄市）

２．春の大型連休中における子供の居場所等に関する地方自治体の取組例
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新型コロナウイルス感染症流行下における子ども食堂の運営実態の把握と
その効果の検証のための研究（令和２年度厚生労働科学特別研究事業）

1

• 子ども食堂は、子どもの食育や居場所づくり、見守り支援や、それを契機とした高齢者や障害者を含む地域住民の交流拠点に発展する
可能性があり、地域共生社会の実現に向けて大きな役割を果たすことが期待されている。

• 新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、多くの人が、居宅で長い時間を過ごすようになることを余儀なくされ、孤立や心身
の健康への影響が懸念されているが、各地域の実情に応じて、子ども食堂では、感染防止への配慮や運営方法の工夫をしている。

• 本研究では、このような新型コロナウイルス感染症流行下における子ども食堂の現状をアンケート調査やヒアリング調査などで知ると
ともに、今後の対応策を検討するために必要な基礎データを収集することを目的としている。

全 国 の 子 ど も 食 堂 及 び 地 方 自 治 体 へ の ア ン ケ ー ト 調 査

• 調査対象：国のすべての子ども食堂と考えられる約5,000カ所※１のうち、感染拡大（2020年３月末）前より活動している子ども食堂
全国の地方自治体1,788（都道府県47、市区町村1,741）

• 調査期間・方法：2020年12月18日～2021年１月29日の間、ウェブ調査への回答を依頼（一部は紙の調査票）
※１ NPO法人全国こども食堂支援センター・むすびえ「全国箇所数調査2020年版」によると、全国の子ども食堂は令和２年12月23日時点で4,960カ所。

※２ 子ども食堂は、回答を得た1,236団体を分析対象とした。なお、調査時点で活動休止・終了している団体を含む。

※３ 地方自治体は、無効回答を除いた都道府県36団体（有効回答率76.6%）と市区町村726団体（有効回答率41.7%）の回答を分析対象とした。

• 調査対象：「主たる対象者（２分類）」※4「特徴的な機能（５分類）」※5という２つの視点の組み合わせで選んだ10カ所
子ども宅食やフードバンクといった食支援活動を行う団体３カ所

• 調査期間・方法：2020年12月20日～2021年１月26日の間、ヒアリング（対面・オンライン）を実施。
※４ 多世代交流を意識した「Ａ．多世代型」、子どもに限定するなどの「Ｂ．ターゲット限定型」

※５ 「１．相談支援」、「２．地域連携（学校、地域、事業者）」、「３．防災拠点化」、「４．感染症対策」、「５．ネットワーキング」

研 究 目 的

研 究 方 法

子 ど も 食 堂 等 へ の ヒ ア リ ン グ 調 査
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アンケート調査結果①子ども食堂

2

• 感染症流行下においても、子ども食堂は、地域住民の交流拠点あるいは食材・弁当配布等による食のセーフティ

ネットとして重要な役割を果たしている。

• 活動を休止した子ども食堂は、感染拡大(2020年3～5月頃)直後
は50.9％だったが、調査時点(2021年１月頃)では25.5％にま

で減少した。

• 感染拡大前と同様の活動を行う子ども食堂は、感染拡大直後は
9.0％しかなかったが、調査時点では26.0％にも上った。

• 感染症流行下で活動を継続していた子ども食堂は、
∗子育てや教育、貧困関係の支援にも関わっていた

∗開催頻度が高い

∗他団体と連携しているなど感染拡大前から活発に活動

などの団体に多かった。

• なお、感染拡大前と異なる活動とは、食材や弁当を取りに来て
もらって配布する、いわゆる｢フードパントリー活動｣であった。

• また、41.0％の子ども食堂が支援機関につないだ経験があり、
経験のある団体はスタッフが教育・福祉資格を保有している、

子ども食堂同士で連携しているなどの特徴がみられた。

9.0%

26.0%
40.1%

48.5%50.9%

25.5%

感染拡大直後

(2020.3-5)
調査時

(2021.1頃)

子ども食堂の活動の継続状況

感染拡大前と同様の活動を継続

感染拡大前と異なる活動を継続

活動を休止

感 染 流 行 下 に お け る 活 動 状 況

※付録２の集計結果とは異なり、無効回答を除いて分析。



アンケート調査結果②地方自治体

3

• 地方自治体において、各地域の実情に応じて、子ども食堂に対する補助金の支給や相談対応などの支援を実施する

とともに、広報のあり方に留意するなど、必要な配慮を講じている。

• 子ども食堂への市区町村独自の支援としては、「補助金」、
「開設・運営支援（相談窓口）」や「広報支援」の割合が高く、

特に、市区町村の中でも比較的人口規模の多い、政令指定都市、

中核市、人口20万人以上の市、特別区において、子ども食堂に

対する独自の支援（感染症流行下の対応を含む）や子ども食堂

との連携などの取組を行っている団体が多い傾向がある。

• 自由記載を参照すると、
∗子ども達の健全な育ちのためには、地域の中に、子どもが安

心して過ごすことができる「子どもの居場所」が必要と考えて

おり、子ども食堂は居場所づくりの重要な拠点であると認識

という声がある一方、

∗ 「子ども食堂」という単語に貧困のイメージが世間に根強く

残っていると考えており、積極的な広報の結果、過剰に注目

され、当該子ども食堂に通う子どもに貧困のレッテルを貼ら

れることを避けたい

といった声もあり、地域の実情に応じて地方自治体ごとに必要

な配慮を講じていることが伺える。

地 方 自 治 体 と 子 ど も 食 堂 の 連 携

20.8%

30.4%

15.3%

28.1%

11.4%

42.7%

0.0%
5.0%

10.0%
15.0%
20.0%
25.0%
30.0%
35.0%
40.0%
45.0%

子ども食堂への市区町村独自の支援

開設・運営支援（相談窓口）

補助金

会場の提供（利用費減免含む）

広報支援

管内の子ども食堂のマップ・名簿作成

特になし



• 従来の福祉施策ではない、民間主導の非営利活動である子ども食堂が、地域共生社会実現の「土台」を形成。

• 地域における食を通じた交流を促し、子どもから高齢者までが相互に作用し、地域の担い手として育成されていく。

ヒアリング調査結果の考察

4

1 . 参 加 者 も 地 域 活 動 の 主 体 的 担 い 手 2 .  多 様 な 主 体 が 支 え 合 う

4 . 地 域 共 生 社 会 の 土 台 づ く り

• 子ども食堂の多くは、参加に条件を付さず、地域

全体に開かれているがゆえに、その場にいる人の

第一の属性は「地域の人」であり、食堂は「地域

の人が集まる場」となる。

• また、「食べて帰ること」ではなく「食事を介し

た交流」が目的であり、運営者・参加者がサービ

ス提供主体と客体に分離しにくく、場の担い手と

しての役割と自覚を持ちやすい。

• 子ども食堂は、地域において、住民が世代や背景
を超えてつながり、相互に役割を持ち、｢支え手｣

｢受け手｣という関係を超えて支え合う取組。

• よって、複数のヒアリング対象団体が特に意識し
ていた、子どもと高齢者の交流も可能となる。

• また、地域商店の商品を販売し売上げに貢献する
など、子ども食堂を介した資源の地域循環が発生。

• 子ども食堂は、地域共生社会実現に向けた地域の
土台を形成する、住民自治の原点に立ち返る動き。

• 住民自らが地域を治めるという営みの中に、困っ
ている人の課題解決も含まれる。

• 子ども食堂の想いは｢つながりをつくりたい。そこ
からこぼれる子どもや大人をなくしたい｣というも

の。｢支援｣のために｢交流｣するのではない。

• 「相談支援」的な関係性の構造は同心円的であり、

中心から遠い者たちは当事者意識を持ちにくい。

• 他方、「交流」的関係性の場は、誰もが支え手かつ

受け手である多中心的な楕円構造であり、中心との

距離を感じにくい。

• 子ども食堂は、相談支援よりも交流に親和性が高

い。交流的関係性は｢支援｣ではなく｢参画｣であり、

｢参画｣が｢支援｣になると負担感が生まれる。

3 . 「 相 談 支 援 」 で は な く 「 交 流 」



ヒアリング調査結果のポイント①

• ｢全ての子どもが楽しく『いただきます』と言える環境を作る｣｢ここが月一回の子ども達の居場所になる｣という目的で実施。

• 感染症流行下で配食を実施したが、渡すだけではなく、子ども達との対話を通じてコミュニケーションを取っている。

さ の だ い 子 ど も 食 堂 キ リ ン の 家 （ 大 阪 府 泉 佐 野 市 ）

• 高齢者・障害者施設と同じ場所で実施。利用者と地域の人が食事を通じて交流し、地域の人にとっても居場所となっている。

• 感染症流行下で配食を実施しており、障害者就労支援の利用者も配達に加わっている。

う み そ ら キ ッ チ ン （ 石 川 県 輪 島 市 ）

• 子ども食堂を補助金によらず継続して支援するため、コーディネーターに委嘱し相談支援や食材等支援のマッチング等を実施。

• 介護、障害、貧困等の複合的課題への対応が必要な中、現場では多世代交流型の地域食堂が動いており、行政内の連携も必要。

宮 崎 市

• 市直営で、中山間部で地域食堂を実施。高齢者が子どもに遊びや勉強を教えることで役割が持てるような場となっている。

• 感染症流行下で、市内の飲食店で利用できる弁当引換券の配布や、大学生のアルバイトを募集してフードドライブを実施。

ふ れ あ い 食 堂 （ 鳥 取 県 鳥 取 市 ）

• 農業を主軸に、畑作業や調理体験を実施。定年退職後のシニアボランティアの活躍の場にもなっている。

• 企業にとっても、子ども食堂への支援を通じて社員のモチベーション、ひいては収益向上にも繋がると思うので、連携したい。

畑 こ ど も 食 堂 （ 埼 玉 県 さ い た ま 市 ）

A1【多世代型-相談支援】

A２【多世代型-地域連携（学校、地域、事業者）】

A２【多世代型-地域連携（学校、地域、事業者）】

A２【多世代型-地域連携（学校、地域、事業者）】

B４【ターゲット限定型-感染症対策】
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ヒアリング調査結果のポイント②

• 市内の全小中学校の子ども達に、毎月、市内の子ども食堂やフードパントリーの予定を配布し、協力団体を補助。

• 「子ども達のために何ができるか」という視点で、子ども家庭部と教育委員会がface-to-faceの関係を構築し、連携。

東 京 都 国 立 市

• 行政や学校など、「どこにもつながれていない」家庭が孤立しないよう、見守り支援を実施し、必要な支援につなげている。

• 昨年４、５、８月頃は、毎日子どもが家にいることで、親のストレスの蓄積や食費の上昇などがあり、緊急の利用が増加。

南 風 原 子 ど も 元 気 R O O M （ 沖 縄 県 南 風 原 町 ）

• 居場所同士のつながりとしてネットワークを設立し、研修の開催や各種助成金の周知、食材提供等の支援を実施。

• 県内で実施した子ども食堂向けアンケートでは、感染症防止対策への不安の声が多く寄せられた。

山 形 県 社 会 福 祉 協 議 会

• 認知症カフェと同日開催し、子どもから高齢者までの幅広い世代がごく自然な形で交流。子どもの体験活動も実施。

• 活動を通じて地域に貢献することにより、運営法人のイメージアップや利用者との信頼関係の構築、収益の増加にもつながる。

こ ど も 未 来 食 堂 （ 愛 知 県 名 古 屋 市 ）

• 子ども達が防災食のレシピを学び調理する場を提供するなど、防災への取組の入口となっている。

• 地域にその役割が認知されることで、何かあった時に、子ども食堂に行けば助けてもらえる、という気持ちになってもらえる。

グ ラ ン マ 宇 和 島 （ 愛 媛 県 宇 和 島 市 ） A３【多世代型-防災拠点化】

A５【多世代型-ネットワーキング】

A５【多世代型-ネットワーキング】

B1【ターゲット限定型-相談支援】

B２【ターゲット限定型-地域連携（学校、地域、事業者） 】

6


	別添１～６.pdfから挿入したしおり
	別添１～６.pdfから挿入したしおり
	①政府備蓄米の無償交付について.pdfから挿入したしおり
	スライド番号 1

	⑤（別添）大型連休中の子供の居場所の確保の状況について.pdfから挿入したしおり
	スライド番号 1




